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(57)【要約】
【課題】パワートランジスタを含む半導体装置の破壊を
防止する。
【解決手段】温度検知ダイオードＴＤのカソードＫと、
パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるよ
うに電気的に接続する。この特徴点によって、耐圧を考
慮せずに、温度検知ダイオードＴＤをパワーＭＯＳＦＥ
Ｔ形成領域に配置することができる。つまり、パワーＭ
ＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとの間に耐圧
を確保する分離構造を形成しなくても済む。したがって
、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤと
を近接配置することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高電位端子から低電位端子に電流を流すパワートランジスタと、
　前記パワートランジスタの発熱に基づく温度変化を検知する温度検知ダイオードと、
　を備え、
　前記パワートランジスタの前記低電位端子と前記温度検知ダイオードのカソードとは、
同電位となるように電気的に接続されている、半導体装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記パワートランジスタは、ハイサイドスイッチを構成している、半導体装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記パワートランジスタは、ローサイドスイッチを構成している、半導体装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記温度検知ダイオードのアノードは、定電流源と電気的に接続されている、半導体装
置。
【請求項５】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記温度検知ダイオードは、互いに直列接続された複数の単位ダイオードから構成され
ている、半導体装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記半導体装置は、前記低電位端子と電気的に接続された複数の低電位配線を有し、
　前記複数の低電位配線は、互いに並行しながら第１方向に延在し、
　平面視において、前記複数の低電位配線のうち、第１低電位配線と第２低電位配線とに
挟まれる位置に前記温度検知ダイオードが配置され、
　前記温度検知ダイオードのカソードは、平面視において、前記第１低電位配線と前記第
２低電位配線とに挟まれるカソード接続用低電位配線と電気的に接続され、
　前記カソード接続用低電位配線は、前記第１方向に延在している、半導体装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記パワートランジスタは、
　複数のトレンチと、
　前記複数のトレンチのそれぞれの内壁に形成されたゲート絶縁膜と、
　前記ゲート絶縁膜を介して、前記複数のトレンチのそれぞれに埋め込まれたゲート電極
と、
　を有する、半導体装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の半導体装置において、
　前記複数のトレンチは、互いに並行しながら第１方向に延在し、
　平面視において、前記複数のトレンチのうち、第１トレンチと第２トレンチとに挟まれ
る位置に前記温度検知ダイオードが配置されている、半導体装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の半導体装置において、
　前記半導体装置は、互いに並行しながら前記第１方向と交差する第２方向に延在する第
１遮断トレンチおよび第２遮断トレンチを有し、
　前記温度検知ダイオードは、平面視において、前記第１トレンチと前記第２トレンチと
前記第１遮断トレンチと前記第２遮断トレンチとに囲まれる領域に形成されている、半導
体装置。
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【請求項１０】
　請求項９に記載の半導体装置において、
　前記半導体装置は、
　半導体基板と、
　前記半導体基板上に形成された第１導電型のエピタキシャル層と、
　前記エピタキシャル層上に形成された前記第１導電型とは反対である第２導電型のベー
ス層と、
　を有し、
　前記第１遮断トレンチおよび前記第２遮断トレンチのそれぞれは、前記ベース層を貫通
して前記エピタキシャル層に達している、半導体装置。
【請求項１１】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記半導体装置は、
　半導体基板と、
　前記半導体基板上に形成された第１導電型のエピタキシャル層と、
　前記エピタキシャル層上に形成された前記第１導電型とは反対である第２導電型のベー
ス層と、
　前記ベース層内に形成された前記第１導電型のウェルと、
　前記ウェルに内包される前記第１導電型のカソード領域と、
　前記ウェルに内包され、かつ、前記カソード領域とは離間して配置された前記第２導電
型のアノード領域と、
　を有する、半導体装置。
【請求項１２】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記温度検知ダイオードは、前記パワートランジスタが形成されているパワートランジ
スタ形成領域内のうち、温度が最も高くなるホットスポット領域に配置されている、半導
体装置。
【請求項１３】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記温度検知ダイオードは、平面視において、前記パワートランジスタが形成されてい
るパワートランジスタ形成領域の中央部に配置されている、半導体装置。
【請求項１４】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記パワートランジスタは、パワーＭＯＳＦＥＴであり、
　前記パワートランジスタの前記低電位端子は、前記パワーＭＯＳＦＥＴのソース端子で
ある、半導体装置。
【請求項１５】
　請求項１に記載の半導体装置において、
　前記パワートランジスタは、絶縁ゲートバイポーラトランジスタであり、
　前記パワートランジスタの前記低電位端子は、前記絶縁ゲートバイポーラトランジスタ
のエミッタ端子である、半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置に関し、例えば、温度検知ダイオードを備える半導体装置に適用
して有効な技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特開２００６－３０２９７７号公報（特許文献１）には、温度検知ダイオードのカソー
ドとＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor）のエミッタとが定電流源を介して
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電気的に接続されている構成が記載されている。
【０００３】
　特開平８－２１３４４１号公報（特許文献２）には、同一の半導体チップ内に被温度検
知素子と温度検知ダイオードを設けるとともに、被温度検知素子の近傍に温度検知ダイオ
ードを配置する技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－３０２９７７号公報
【特許文献２】特開平８－２１３４４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　例えば、大電力を取り扱うパワートランジスタでは、負荷短絡などの原因によって、異
常な大電流が流れると、パワートランジスタが発熱して破壊に至ることになる。このため
、パワートランジスタが形成された半導体チップに温度検知ダイオードを形成し、この温
度検知ダイオードでパワートランジスタの温度変化を監視する技術がある。すなわち、異
常発熱によるパワートランジスタの破壊を防止する機能を有するインテリジェントパワー
デバイス（ＩＰＤ）が開発されており、このインテリジェントパワーデバイスでは、例え
ば、温度検知ダイオードで検知した温度が一定値以上になると、パワートランジスタをオ
フするように制御することにより、パワートランジスタの破壊を防止している。
【０００６】
　ここで、パワートランジスタの破壊を効果的に防止するためには、パワートランジスタ
の温度変化を温度検知ダイオードで迅速に検知することが重要となる。すなわち、パワー
トランジスタの破壊を抑制するためには、パワートランジスタの発熱に対する温度検知ダ
イオードの応答特性（温度検知の追従性）が優れていることが要求される。したがって、
温度検知ダイオードによる温度検知の追従性を向上させるため、例えば、パワートランジ
スタ形成領域内に温度検知ダイオードを配置することが行なわれている。
【０００７】
　ところが、回路設計の自由度を確保するために、温度検知ダイオードとパワートランジ
スタとは電気的に分離されている。つまり、温度検知ダイオードの汎用性を高めて、温度
検知ダイオードを様々な電位の回路に接続可能とするため、温度検知ダイオードをパワー
トランジスタ形成領域に配置しながらも、温度検知ダイオードとパワートランジスタとを
電気的に分離する構成が採用されている。
【０００８】
　ただし、この構成を採用する場合、パワートランジスタと温度検知ダイオードとの間で
異なる電位が印加される結果、パワートランジスタと温度検知ダイオードとの間の耐圧を
確保する必要がある。このことから、温度検知ダイオードをパワートランジスタ形成領域
に配置する場合、耐圧を確保するため、温度検知ダイオードとパワートランジスタとの間
に分離構造を形成する必要がある。この分離構造を形成するということは、折角、温度検
知ダイオードによる温度検知の追従性を向上するために、パワートランジスタ形成領域内
に温度検知ダイオードを配置しても、パワートランジスタと温度検知ダイオードとの間の
距離が大きくなることを意味する。このことは、発熱源であるパワートランジスタから温
度検知ダイオードまでの熱伝導に時間を要することを意味し、これによって、急激なパワ
ートランジスタの発熱に対する温度検知の追従性（応答特性）が悪くなることになる。こ
の結果、発熱によるパワートランジスタの破壊を充分に防止することができなくなること
になる。このように、現状の技術では、急激なパワートランジスタの発熱に対する温度検
知ダイオードによる温度検知の追従性を向上する観点から、改善の余地が存在する。
【０００９】
　その他の課題と新規な特徴は、本明細書の記述および添付図面から明らかになるであろ
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う。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　一実施の形態における半導体装置では、パワートランジスタの低電位端子と温度検知ダ
イオードのカソードとが同電位となるように電気的に接続されている。
【発明の効果】
【００１１】
　一実施の形態によれば、パワートランジスタを含む半導体装置の破壊を防止できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施の形態１における半導体装置の回路構成の一例を示す回路図である。
【図２】実施の形態１における半導体チップの一部拡大図である。
【図３】図２のＡ－Ａ線で切断した断面図である。
【図４】図２のＢ－Ｂ線で切断した断面図である。
【図５】トレンチの断面構造を示す断面図である。
【図６】実施の形態１における半導体装置のデバイス構造上に配置される配線構造を模式
的に示す平面図である。
【図７】ソース配線（第１層）の上層に配置されるソース配線（第２層）の構成を示す平
面図である。
【図８】（ａ）は、半導体チップのレイアウト構成を示す図であり、（ｂ）は、（ａ）の
領域に配置されている温度検知ダイオードを拡大して示す模式図である。
【図９】（ａ）は、半導体チップのレイアウト構成を示す図であり、（ｂ）は、（ａ）の
領域に配置されている温度検知ダイオードを拡大して示す図である。
【図１０】変形例における半導体装置の回路構成の一例を示す回路図である。
【図１１】実施の形態２における半導体チップの一部拡大図である。
【図１２】図１１のＡ－Ａ線で切断した断面図である。
【図１３】実施の形態３における半導体チップの一部拡大図である。
【図１４】図１３のＡ－Ａ線で切断した断面図である。
【図１５】パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域を示す模式図である。
【図１６】パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下の実施の形態においては便宜上その必要があるときは、複数のセクションまたは実
施の形態に分割して説明するが、特に明示した場合を除き、それらはお互いに無関係なも
のではなく、一方は他方の一部または全部の変形例、詳細、補足説明等の関係にある。
【００１４】
　また、以下の実施の形態において、要素の数等（個数、数値、量、範囲等を含む）に言
及する場合、特に明示した場合および原理的に明らかに特定の数に限定される場合等を除
き、その特定の数に限定されるものではなく、特定の数以上でも以下でもよい。
【００１５】
　さらに、以下の実施の形態において、その構成要素（要素ステップ等も含む）は、特に
明示した場合および原理的に明らかに必須であると考えられる場合等を除き、必ずしも必
須のものではないことは言うまでもない。
【００１６】
　同様に、以下の実施の形態において、構成要素等の形状、位置関係等に言及するときは
、特に明示した場合および原理的に明らかにそうではないと考えられる場合等を除き、実
質的にその形状等に近似または類似するもの等を含むものとする。このことは、上記数値
および範囲についても同様である。
【００１７】
　また、実施の形態を説明するための全図において、同一の部材には原則として同一の符
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号を付し、その繰り返しの説明は省略する。なお、図面をわかりやすくするために平面図
であってもハッチングを付す場合がある。
【００１８】
　（実施の形態１）
　＜半導体装置の回路構成＞
　本実施の形態における半導体装置は、例えば、インテリジェントパワーデバイスを想定
しており、スイッチング素子として機能するパワートランジスタと、パワートランジスタ
を制御する制御回路とを含む。そして、本実施の形態１における半導体装置（インテリジ
ェントパワーデバイス）の基本的な機能は、スイッチング素子であるパワートランジスタ
によって負荷を駆動することになるが、この機能に付随して、異常発熱によるパワートラ
ンジスタの破壊を防止する保護機能を制御回路によって実現している。
【００１９】
　図１は、本実施の形態１における半導体装置の回路構成の一例を示す回路図である。本
実施の形態１における半導体装置は、例えば、パワートランジスタとして、パワーＭＯＳ
ＦＥＴ（Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor）を使用したハイサイド
スイッチを構成している。すなわち、図１には、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１をスイッチング
素子とする半導体装置の回路構成が示されており、このパワーＭＯＳＦＥＴＱ１によって
負荷ＬＤを駆動する回路が示されている。具体的に、図１に示すように、本実施の形態１
における半導体装置は、スイッチング素子として機能するパワーＭＯＳＦＥＴＱ１と、パ
ワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度を検知する温度検知ダイオードＴＤと、温度検知ダイオード
ＴＤに一定値の電流を供給する定電流源ＣＣＳとを有しており、負荷ＬＤを駆動するハイ
サイドスイッチを構成している。
【００２０】
　例えば、図１に示すように、本実施の形態１では、電源電位が供給される電源線ＶＣＣ
と基準電位（接地電位）が供給される基準線（グランド線）ＧＮＤとの間にパワーＭＯＳ
ＦＥＴＱ１と負荷ＬＤとが直列接続されている。つまり、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のドレ
インＤが電源線ＶＣＣ側に配置され、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳが負荷側に配置
されている。そして、負荷ＬＤは、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳと基準線ＧＮＤと
の間に接続されている。また、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のゲート電極Ｇは、ゲート駆動回
路（図示せず）と電気的に接続されている。
【００２１】
　このような回路構成において、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１は、負荷ＬＤよりも電位の高い
電源電位側に配置されていることから、ハイサイドスイッチと呼ばれている。このハイサ
イドスイッチによれば、例えば、負荷ＬＤが基準線ＧＮＤと短絡しても、図１に示すノー
ドＰと基準線ＧＮＤとが短絡するだけであり、ノードＰと電源線ＶＣＣとの間には、パワ
ーＭＯＳＦＥＴＱ１が設けられている。このことから、ハイサイドスイッチによれば、負
荷ＬＤと基準線ＧＮＤとが短絡しても、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１をオフすれば、電源線Ｖ
ＣＣと基準線ＧＮＤとの間に短絡電流が流れない。このため、ハイサイドスイッチによれ
ば、負荷ＬＤの短絡に強く、安全性の高いスイッチング回路を構成することができる利点
を得ることができる。
【００２２】
　次に、本実施の形態１における半導体装置は、図１に示すように、パワーＭＯＳＦＥＴ
Ｑ１の温度を検知する温度検知ダイオードＴＤを有している。そして、温度検知ダイオー
ドＴＤのカソードＫは、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳと同電位となるように電気的
に接続されており、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡは、温度検知ダイオードＴＤに
一定電流を供給する定電流源ＣＣＳを介して、高電位線ＨＶと電気的に接続されている。
この高電位線ＨＶは、チャージポンプ回路やブートストラップ回路と電気的に接続されて
おり、電源電位よりも高い電位が供給される。
【００２３】
　温度検知ダイオードは、例えば、ｐｎ接合ダイオードから構成されており、ｐｎ接合ダ
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イオードの電圧値（ＶＦ）は、温度によって変化し、温度が上昇すると、この電圧値は低
下する。そこで、本実施の形態１では、温度検知用ダイオードＴＤのこの特性を利用して
いる。つまり、温度検知用ダイオードＴＤに定電流源ＣＣＳによって一定値の電流を流し
、温度検知用ダイオードＴＤの両端の電圧値を測定することにより、間接的に温度モニタ
が可能となる。具体的には、図１において、温度検知ダイオードＴＤを挟む高電位線ＨＶ
とノードＰとの間の電圧を測定することにより、間接的にパワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度
を温度検知ダイオードＴＤで検知することが可能となる。すなわち、温度検知ダイオード
ＴＤに一定値の電流を流したとき、温度が上昇すると、温度検知用ダイオードＴＤの両端
の電圧値が低下するため、この電圧値をモニタリングすることにより、間接的に温度を検
知することができるのである。
【００２４】
　実際のアプリケーション（インテリジェントパワーデバイス）では、このようにして測
定された温度検知ダイオードＴＤの電圧値（温度信号）を制御回路へフィードバックする
ことにより、検知した温度がある一定温度以上になったとき、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の
ゲート電極Ｇに印加されるゲート信号を遮断する。これにより、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１
が破壊から保護されることになる。
【００２５】
　＜半導体装置の回路動作＞
　本実施の形態１における半導体装置は、上記のように回路構成されており、以下に、そ
の回路動作について、図１を参照しながら説明する。
【００２６】
　まず、図１において、ゲート駆動回路（図示せず）からパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のゲー
ト電極Ｇにしきい値電圧以上の電圧を印加する。すると、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオン
し、電源線ＶＣＣ→パワーＭＯＳＦＥＴＱ１→負荷ＬＤ→基準線ＧＮＤの経路で電流が流
れる。これにより、負荷ＬＤを駆動することができる。
【００２７】
　一方、図１において、ゲート駆動回路（図示せず）からパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のゲー
ト電極Ｇにしきい値電圧未満の電圧を印加する。すると、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオフ
して、負荷ＬＤに流れる電流を遮断することができる。
【００２８】
　以上のようにして、本実施の形態によれば、ゲート駆動回路からパワーＭＯＳＦＥＴＱ
１のゲート電極Ｇへ印加するゲート電圧を制御して、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１をオン／オ
フすることにより、負荷ＬＤへ流れる電流を制御することができる。
【００２９】
　続いて、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度を検知する動作について説明する。図１におい
て、ゲート駆動回路による制御によって、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１を動作させる一方、定
電流源ＣＣＳによって、温度検知ダイオードＴＤに一定値の電流を流す。このとき、例え
ば、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度が室温程度（２５℃）である場合、温度検知ダイオー
ドＴＤの電圧値（ＶＦ）は、０．６Ｖ程度となる。ここで、負荷短絡などの原因によって
、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１に異常な大電流が流れると、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１が発熱し
て、例えば、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度が１７５℃程度になると、温度検知ダイオー
ドＴＤの電圧値（ＶＦ）は、０．３Ｖ程度となる。このとき、例えば、半導体装置（イン
テリジェントパワーデバイス）を構成する制御回路によって、温度検知用ダイオードＴＤ
の両端の電圧値（ＶＦ）がモニタリングされている。したがって、例えば、制御回路に０
．３Ｖ程度の電圧値が入力されると、制御回路は、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度が規定
値を超えたと判断し、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のゲート電極Ｇにしきい値電圧未満の電圧
を印加する。この結果、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオフし、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１を発
熱による破壊から保護することができる。
【００３０】
　したがって、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の破壊を効果的に防止するためには、パワーＭＯ
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ＳＦＥＴＱ１の温度変化を温度検知ダイオードＴＤで迅速に検知することが重要となる。
すなわち、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の破壊を抑制するためには、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１
の発熱に対する温度検知ダイオードＴＤの応答特性（温度検知の追従性）が優れているこ
とが要求される。そこで、本実施の形態では、温度検知ダイオードＴＤの応答特性を向上
する工夫を施している。以下に、本実施の形態１における特徴点について説明する。
【００３１】
　＜実施の形態１における回路上の特徴＞
　本実施の形態１における回路上の特徴点は、例えば、図１に示すように、温度検知ダイ
オードＴＤのカソードＫと、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように
電気的に接続されている点にある。これにより、本実施の形態１によれば、温度検知ダイ
オードＴＤとパワーＭＯＳＦＥＴＱ１との間の耐圧を確保する必要がなくなる。つまり、
本実施の形態１では、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとを同一の半導
体チップに形成し、さらには、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１が形成されるパワーＭＯＳＦＥＴ
形成領域内に温度検知ダイオードＴＤを配置する。このため、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と
温度検知ダイオードＴＤとの間の耐圧を確保する必要がある。特に、半導体チップの表面
側にパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳが形成され、かつ、半導体チップの表面側に温度
検知ダイオードＴＤが形成されることから、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳと温度検
知ダイオードＴＤとの耐圧を確保することが必要となる。
【００３２】
　この点に関し、本実施の形態１によれば、図１に示すように、温度検知ダイオードＴＤ
のカソードＫと、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接
続されている。このことから、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳと温度検知ダイオード
ＴＤのカソードＫとは同電位となることから、耐圧を確保する必要がなくなる。さらに、
温度検知ダイオードＴＤのアノードＡは、カソードＫの電位に対してＶＦ値（０．６Ｖ程
度）だけ電位が高いだけなので、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡとパワーＭＯＳＦ
ＥＴＱ１のソースＳとの耐圧は問題として顕在化しない。
【００３３】
　以上のことから、本実施の形態１によれば、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫと、
パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接続する特徴点によ
って、耐圧を考慮せずに、温度検知ダイオードＴＤをパワーＭＯＳＦＥＴ形成領域に配置
することができる。つまり、このことは、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオード
ＴＤとの間に耐圧を確保する分離構造を形成しなくても済むことを意味する。そして、こ
のことは、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとを近接配置することがで
きることを意味する。すなわち、分離構造を形成する場合には、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１
と温度検知ダイオードＴＤとの間の距離が大きくなるのに対し、分離構造を形成しない場
合には、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとの間の距離を小さくするこ
とができる。この結果、本実施の形態１によれば、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１で発生した熱
が温度検知ダイオードＴＤに速やかに伝わるので、温度検知ダイオードＴＤによって、パ
ワーＭＯＳＦＥＴＱ１の実際の温度を精度良く検知することができる。言い換えれば、本
実施の形態によれば、発熱源であるパワーＭＯＳＦＥＴＱ１から温度検知ダイオードＴＤ
までの熱伝導にかかる時間を短くすることができ、これによって、急激なパワーＭＯＳＦ
ＥＴＱ１の発熱に対する温度検知の追従性（応答特性）を向上することができる。この結
果、本実施の形態１における特徴点によれば、温度検知ダイオードＴＤによって、パワー
ＭＯＳＦＥＴＱ１の温度を正確に検知することができることから、発熱によるパワーＭＯ
ＳＦＥＴＱ１の破壊を充分に防止することができる。
【００３４】
　例えば、温度検知ダイオードＴＤとパワーＭＯＳＦＥＴＱ１とが電気的に分離されてい
る場合、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫとパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとは
、異なる電位が印加される。このことから、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫとパワ
ーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとの間の耐圧を確保する必要がある。したがって、パワー
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ＭＯＳＦＥＴＱ１の正確な温度を検知するために、折角、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域内
に温度検知ダイオードＴＤを設けたとしても、耐圧を確保するために、パワーＭＯＳＦＥ
ＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとの間に分離構造を設ける必要がある。このため、分離
構造を配置することに起因して、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとの
間の距離が離れることになり、これによって、温度検知ダイオードＴＤの応答特性が低下
することになる。この場合、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の急激な発熱を温度検知ダイオード
ＴＤで迅速に検知することができなくなる結果、保護回路を充分に機能させることができ
ずに、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１を発熱による破壊から充分に保護することができなくなる
。
【００３５】
　これに対し、本実施の形態１によれば、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫと、パワ
ーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接続されている。これに
より、本実施の形態１によれば、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとの
耐圧を確保する必要がなくなる。このことは、耐圧を確保するために、パワーＭＯＳＦＥ
ＴＱ１と温度検知ダイオードＴＤとの間に分離構造を設ける必要がなくなることを意味す
る。したがって、本実施の形態１によれば、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検知ダイオー
ドＴＤとの間に分離構造を設ける必要がなくなる結果、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１と温度検
知ダイオードＴＤとの間の距離を近づけることができる。これにより、例えば、急激なパ
ワーＭＯＳＦＥＴＱ１の発熱が生じても、温度検知ダイオードＴＤによる温度検知の追従
性（応答特性）を向上することができるため、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度を正確に検
知することができる。このことから、本実施の形態１によれば、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１
に急激な発熱が発生しても、この発熱を温度検知ダイオードＴＤで迅速に検知することが
でき、これによって、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１が破壊に至る前に保護回路を動作させて、
パワーＭＯＳＦＥＴＱ１をオフすることができる。このため、本実施の形態１によれば、
パワーＭＯＳＦＥＴＱ１を破壊から効果的に保護することができる。
【００３６】
　ここで、ハイサイドスイッチを構成するパワーＭＯＳＦＥＴＱ１は、ｎチャネル型ＭＯ
ＳＦＥＴとｐチャネル型ＭＯＳＦＥＴのいずれから構成してもよいが、特に、ｎチャネル
型ＭＯＳＦＥＴを使用する場合には、回路の大幅な変更を伴うことなく、本実施の形態１
における基本思想を具現化することができる。以下に、この点について説明する。
【００３７】
　まず、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１をｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合について
考える。この場合、図１において、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオンすると、パワーＭＯＳ
ＦＥＴＱ１自体のオン抵抗は小さいことから、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のドレインＤが接
続されている電源線ＶＣＣと、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳが接続されているノー
ドＰとは、ほぼ同電位となる。そして、ｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴ（パワーＭＯＳＦＥＴ
Ｑ１）をオンさせるためには、ゲート電極ＧにソースＳよりも一定値以上の高い電圧を印
加する必要があり、かつ、ソースＳの電位がほぼ電源電位（電源電圧）に等しくなること
を考慮すると、ゲート電極Ｇには、電源電位よりも高い電位を供給する必要がある。すな
わち、ｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴからハイサイドスイッチを構成する場合、ゲート電極Ｇ
には、電源電圧よりも高い電圧を印加する必要があるのである。したがって、ハイサイド
スイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合、ゲート電極Ｇにゲート電圧を供
給するゲート駆動回路などには、チャージポンプ回路やブートストラップ回路に代表され
る昇圧回路が必要とされる。
【００３８】
　このように構成されているハイサイドスイッチにおいて、温度検知ダイオードＴＤのカ
ソードＫとパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接続する
という本実施の形態１における回路上の特徴点を実現しようとすると、温度検知ダイオー
ドＴＤのアノードを電源線ＶＣＣに接続することはできない。なぜなら、上述したように
、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオンする場合、ドレインＤとソースＳがほぼ同電位となるか
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らである。すなわち、このことは、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡを電源線ＶＣＣ
と接続した場合、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡとカソードＫとの間の電位差がほ
とんどなくなることを意味し、定電流源ＣＣＳによって、温度検知ダイオードＴＤに電流
を流すことができなくなる結果、温度検知ダイオードＴＤを動作させることが困難となる
からである。したがって、ハイサイドスイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する
場合、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫとパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同
電位となるように電気的に接続するという特徴点を実現しようとすると、必然的に、図１
に示すように、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡには、電源電位よりも高い電位が供
給される高電位線ＨＶに接続されることになる。
【００３９】
　このとき、ハイサイドスイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合、ゲート
電極Ｇに電源電位よりも高い電位を供給する必要があることから、既に、チャージポンプ
回路やブートストラップ回路に代表される昇圧回路が存在する。したがって、既に存在す
る昇圧回路を利用して、この昇圧回路によって生成された高電位を供給する高電位線ＨＶ
に温度検知ダイオードＴＤを接続すれば、図１に示す回路構成を容易に実現することがで
きる。つまり、ハイサイドスイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合には、
既に存在する昇圧回路を利用することにより、大幅な設計変更をすることなく、本実施の
形態１における技術的思想を具現化することができるのである。
【００４０】
　一方、ハイサイドスイッチをｐチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合、ゲート電極
Ｇに０Ｖを印加することによりオンさせることになるから、そもそも、電源電位よりも高
い電位をゲート電極Ｇに供給する必要はない。つまり、ハイサイドスイッチをｐチャネル
型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合、チャージポンプ回路やブートストラップ回路に代表さ
れる昇圧回路は不要となるのである。しかし、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫとパ
ワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接続するという本実施
の形態１における回路上の特徴点を実現しようとすると、必然的に、図１に示すように、
温度検知ダイオードＴＤのアノードＡには、電源電位よりも高い電位が供給される高電位
線ＨＶに接続されることになる。したがって、ハイサイドスイッチをｐチャネル型ＭＯＳ
ＦＥＴから構成する場合、そもそも、昇圧回路が必要なかったが、本実施の形態１におけ
る回路上の特徴点を具現化する場合には、昇圧回路が必要となるのである。このことから
、ハイサイドスイッチをｐチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合には、ハイサイドス
イッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合よりも大きな設計変更が必要となる
。
【００４１】
　以上のことから、大幅な設計変更をすることなく、本実施の形態１における技術的思想
を具現化する観点からは、ハイサイドスイッチをｐチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する
場合よりも、ハイサイドスイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合の方が望
ましいということができる。ただし、本実施の形態１における技術的思想を実現可能な観
点からは、ハイサイドスイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成してもよいし、ｐチ
ャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成してもよい。
【００４２】
　＜半導体装置のデバイス構造＞
　次に、本実施の形態１における半導体装置のデバイス構造について説明する。
【００４３】
　図２は、本実施の形態１における半導体チップＣＨＰの一部領域を拡大して示す平面図
である。図２において、半導体チップＣＨＰの表面には、複数のトレンチＴＲ１～ＴＲ４
が形成されており、複数のトレンチＴＲ１～ＴＲ４のそれぞれは、互いに離間しながらｘ
方向に延在している。これらの複数のトレンチＴＲ１～ＴＲ４は、パワーＭＯＳＦＥＴの
ゲート電極として機能する。
【００４４】
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　図２に示すように、平面視において、トレンチＴＲ１とトレンチＴＲ２に挟まれるよう
に、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲおよびパワーＭＯＳＦＥＴのボディコンタクト
領域ＢＣが形成されている。そして、ソース領域ＳＲとボディコンタクト領域ＢＣとは、
交互に配置されている。ソース領域ＳＲは、ｎ型半導体領域から形成され、ボディコンタ
クト領域ＢＣは、ｐ型半導体領域から形成されている。そして、ソース領域ＳＲには、ソ
ースプラグＳＰが電気的に接続されている一方、ボディコンタクト領域ＢＣには、バック
ゲートプラグＢＧＰが電気的に接続されている。
【００４５】
　続いて、図２に示すように、平面視において、トレンチＴＲ２とトレンチＴＲ３とに挟
まれるように温度検知ダイオードＴＤが形成されている。すなわち、本実施の形態１では
、パワーＭＯＳＦＥＴと隣接するように温度検知ダイオードＴＤが配置されている。具体
的に、トレンチＴＲ２とトレンチＴＲ３に挟まれるように、ｐ型ベース層ＰＢＬが形成さ
れており、このｐ型ベース層ＰＢＬにｎ型ウェルＮＷＬが形成されている。そして、ｎ型
ウェルＮＷＬの内部には、ｎ型半導体領域からなるカソード領域ＫＲと、ｐ型半導体領域
からなるアノード領域ＡＲとが、互いに離間して形成されている。一方、ｎ型ウェルＮＷ
Ｌの外側のｐ型ベース層ＰＢＬには、ｐ型ベース領域ＰＢＬよりも不純物濃度の高いｐ型
半導体領域ＰＲが形成されている。
【００４６】
　そして、カソード領域ＫＲには、カソードプラグＫＰが電気的に接続されている一方、
アノード領域ＡＲには、アノードプラグＡＰが電気的に接続されている。また、ｐ型半導
体領域ＰＲには、プラグＰＬＧが電気的に接続されている。
【００４７】
　なお、トレンチＴＲ３とトレンチＴＲ４とに挟まれた領域には、トレンチＴＲ１とトレ
ンチＴＲ２との挟まれた領域と同様に、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域（ＳＲ）および
パワーＭＯＳＦＥＴのボディコンタクト領域（ＢＣ）が形成されている。
【００４８】
　したがって、本実施の形態１における半導体チップＣＨＰには、パワーＭＯＳＦＥＴと
温度検知ダイオードＴＤとが形成されており、特に、パワーＭＯＳＦＥＴに挟まれるよう
に、温度検知ダイオードＴＤが形成されていることがわかる。
【００４９】
　続いて、図３は、図２のＡ－Ａ線で切断した断面図である。図３に示すように、半導体
基板１Ｓ上に、ｎ型半導体領域からなるエピタキシャル層ＥＰＩが形成されており、この
エピタキシャル層ＥＰＩ上に、ｐ型半導体領域からなるｐ型ベース層ＰＢＬが形成されて
いる。そして、ｐ型ベース層ＰＢＬ内には、互いに離間して、ｐ型半導体領域ＰＲとｎ型
ウェルＮＷＬが形成されており、さらに、ｎ型ウェルＮＷＬの内部に、温度検知ダイオー
ドのカソード領域ＫＲと、温度検知ダイオードのアノード領域ＡＲとが離間して形成され
ている。さらに、ｐ型半導体領域ＰＲ上には、プラグＰＬＧが配置されており、カソード
領域ＫＲ上には、カソードプラグＫＰが形成されている。このとき、プラグＰＬＧとカソ
ードプラグＫＰとは、電気的に接続されている。また、アノード領域ＡＲ上には、アノー
ドプラグＡＰが形成されている。
【００５０】
　次に、図４は、図２のＢ－Ｂ線で切断した断面図である。図３に示すように、半導体基
板１Ｓ上に、ｎ型半導体領域からなるエピタキシャル層ＥＰＩが形成されており、このエ
ピタキシャル層ＥＰＩ上に、ｐ型半導体領域からなるｐ型ベース層ＰＢＬが形成されてい
る。このとき、半導体基板１Ｓおよびエピタキシャル層ＥＰＩがパワーＭＯＳＦＥＴのド
レイン領域として機能し、図４では図示していないが、半導体基板１Ｓの裏面には、パワ
ーＭＯＳＦＥＴのドレイン電極が形成されている。
【００５１】
　図４に示すように、ｐ型ベース層ＰＢＬの表面には、ｎ型半導体領域からなるソース領
域ＳＲと、ｐ型半導体領からなるボディコンタクト領域ＢＣとが交互に配置されている。
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そして、ソース領域ＳＲ上には、ソースプラグＳＰが形成されており、ボディコンタクト
領域ＢＣ上には、バックゲートプラグＢＧＰが形成されている。このとき、図４に示すよ
うに、ソースプラグＳＰとバックゲートプラグＢＧＰとは、電気的に接続されている。
【００５２】
　続いて、図５は、トレンチＴＲ１の断面構造を示す断面図である。図５に示すように、
半導体基板１Ｓ上には、ｎ型半導体領域からなるエピタキシャル層ＥＰＩが形成されてお
り、このエピタキシャル層ＥＰＩ上には、ｐ型半導体領域からなるｐ型ベース層ＰＢＬが
形成されている。そして、ｐ型ベース層ＰＢＬの表面には、ｎ型半導体領域からなるソー
ス領域ＳＲが形成されている。さらに、ソース領域ＳＲおよびｐ型ベース層ＰＢＬを貫通
して、エピタキシャル層ＥＰＩに達するようにトレンチＴＲ１が形成されている。そして
、このトレンチＴＲ１の内壁には、例えば、酸化シリコン膜からなるゲート絶縁膜ＧＯＸ
が形成されており、このゲート絶縁膜ＧＯＸを介して、トレンチＴＲ１を埋め込むように
、ゲート電極ＧＥが形成されている。このゲート電極ＧＥは、例えば、ポリシリコン膜か
ら形成されている。
【００５３】
　以上のように構成されているパワーＭＯＳＦＥＴでは、ゲート電極ＧＥにしきい値電圧
以上の電圧を印加すると、トレンチＴＲ１と接するｐ型ベース層ＰＢＬの領域に反転層と
呼ばれるチャネルが形成され、このチャネルを介して、ソース領域ＳＲからドレイン領域
として機能するエピタキシャル層ＥＰＩおよび半導体基板１Ｓに電子が流れる。言い換え
れば、ドレイン領域（半導体基板１Ｓ＋エピタキシャル層ＥＰＩ）からチャネルを通って
ソース領域ＳＲへオン電流が流れることになる。
【００５４】
　次に、本実施の形態１における半導体装置の配線構造について説明する。図６は、本実
施の形態１における半導体装置のデバイス構造上に配置される配線構造を模式的に示す平
面図である。図６に示すように、ｘ方向に延在するトレンチＴＲと並行するように、ソー
ス配線ＳＬ１が配置されている。具体的には、互いに隣り合うトレンチＴＲに挟まれるよ
うにソース配線ＳＬ１が配置され、それぞれのソース配線ＳＬ１は、ｘ方向に延在してい
る。このソース配線ＳＬ１は、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとソースプラグＳＰ
を介して電気的に接続されているとともに、パワーＭＯＳＦＥＴのボディコンタクト領域
ＢＣとバックゲートプラグＢＧＰを介して電気的に接続されている。したがって、パワー
ＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとボディコンタクト領域ＢＣとは、ソース配線ＳＬ１によ
って電気的に接続されていることになる。すなわち、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域Ｓ
Ｒとボディコンタクト領域ＢＣは同電位となっている。言い換えれば、ボディコンタクト
領域ＢＣとｐ型ベース層（ＰＢＬ）とは電気的に接続されていることを考慮すると、ソー
ス配線ＳＬ１によって、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとｐ型ベース層（ＰＢＬ）
とは同電位で接続されていることになる。これにより、本実施の形態１によれば、エピタ
キシャル層（ＥＰＩ）をコレクタ領域、ｐ型ベース層（ＰＢＬ）をベース領域、ソース領
域ＳＲをエミッタ領域とする寄生ｎｐｎバイポーラトランジスタの動作を抑制することが
できる。なぜなら、上述したように、本実施の形態１では、ソース配線ＳＬ１によって、
ソース領域ＳＲとｐ型ベース領域（ＰＢＬ）とが同電位とされているからである。つまり
、ソース領域ＳＲとｐ型ベース領域（ＰＢＬ）とが同電位とされているということは、寄
生ｎｐｎバイポーラトランジスタのベースとエミッタ間に電位差が生じないことを意味し
、これによって、ベースとエミッタ間に所定の電位差が生じることによる寄生ｎｐｎバイ
ポーラトランジスタのオン動作を抑制することができるからである。
【００５５】
　続いて、図６において、半導体チップＣＨＰの中央部近傍には、温度検知ダイオードＴ
Ｄが形成されている。そして、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲとｐ型半導体
領域ＰＲとは、カソードプラグＫＰおよびプラグＰＬＧを介して、ソース配線ＳＬ１（カ
ソード配線ＫＬ）で電気的に接続されており、さらに、このソース配線ＳＬ１は、パワー
ＭＯＳＦＥＴのソース領域（ＳＲ）とボディコンタクト領域（ＢＣ）とも接続されている
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。したがって、図６に示すように、温度検知ダイオードのカソード領域ＫＲは、カソード
プラグＫＰ→ソース配線ＳＬ１（カソード配線ＫＬ）→ソースプラグＳＰ→ソース領域Ｓ
Ｒの経路で、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲと電気的に接続されていることがわか
る。これにより、本実施の形態１における半導体装置のデバイス構造によって、本実施の
形態１における回路上の特徴点が実現されていることがわかる。
【００５６】
　また、図３、図４および図６から、温度検知ダイオードのカソードＫＲと、パワーＭＯ
ＳＦＥＴのソース領域ＳＲとは、別経路でも接続されていることがわかる。具体的には、
図３に示すように、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲは、互いに電気的に接続
されているカソードプラグＫＰとソース配線（ＳＬ１）とプラグＰＬＧとを介して、ｐ型
半導体領域ＰＲと電気的に接続されている。そして、ｐ型半導体領域ＰＲとｐ型ベース層
ＰＢＬは、ともに、ｐ型半導体領域であることから、電気的に接続されていることになる
。さらには、図４に示すように、ｐ型ベース層ＰＢＬとボディコンタクト領域ＢＣとは、
ともにｐ型半導体領域であることから、電気的に接続されていることになる。また、ボデ
ィコンタクト領域ＢＣは、互いに電気的に接続されているバックゲートプラグＢＧＰとソ
ース配線（ＳＬ１）とソースプラグＳＰを介して、ソース領域ＳＲと電気的に接続されて
いることになる。以上のことから、温度検知ダイオードのカソード領域ＫＲは、カソード
プラグＫＰ→ソース配線（ＳＬ１）→プラグＰＬＧ→ｐ型半導体領域ＰＲ→ｐ型ベース層
ＰＢＬ→ボディコンタクト領域ＢＣ→バックゲートプラグＢＧＰ→ソース配線（ＳＬ１）
→ソースプラグＳＰ→ソース領域ＳＲの経路で、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲと
電気的に接続されていることがわかる。
【００５７】
　以上のことから、このような経路によっても、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域
ＫＲとパワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとが同電位で電気的に接続されていることに
なり、本実施の形態１における半導体装置のデバイス構造によれば、二系統の接続経路に
よって、本実施の形態１における回路上の特徴点が実現されていることがわかる。
【００５８】
　このように、本実施の形態１では、二系統の経路で温度検知ダイオードＴＤのカソード
領域ＫＲとパワーＭＯＳＦＥＴのソース領域（ＳＲ）とを接続しているため、接続抵抗（
寄生抵抗）を低減することができる。特に、図６に示すように、温度検知ダイオードＴＤ
のカソード領域ＫＲとパワーＭＯＳＦＥＴのソース領域（ＳＲ）とを、抵抗率の小さな金
属配線（アルミニウム配線）であるソース配線ＳＬ１で接続することにより、温度検知ダ
イオードＴＤのカソード領域ＫＲとを同電位で接続できる。
【００５９】
　なお、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲとパワーＭＯＳＦＥＴのソース領域
（ＳＲ）とを接続するソース配線ＳＬ１（カソード配線ＫＬは、トレンチＴＲおよびその
他のソース配線ＳＬ１と並行しながら、ｘ方向に延在している。また、温度検知ダイオー
ドＴＤのアノード領域ＡＲとアノードプラグＡＰを介して接続されているアノード配線Ａ
Ｌもｘ方向に延在している。
【００６０】
　以上の配線構造をまとめると以下のようになる。すなわち、本実施の形態１における半
導体装置は、低電位端子（ソース）と電気的に接続された複数のソース配線ＳＬ１を有し
ており、このソース配線ＳＬ１は、互いに並行しながらｘ方向に延在している。そして、
複数のソース配線ＳＬ１のうち、平面視において、第１ソース配線（ＳＬ１）と第２ソー
ス配線（ＳＬ１）とに挟まれる位置に温度検知ダイオードＴＤが配置されている。このと
き、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲは、平面視において、第１ソース配線（
ＳＬ１）と第２ソース配線（ＳＬ１）とに挟まれるカソード接続用ソース配線と電気的に
接続され、かつ、このカソード接続用低電位配線は、ｘ方向に延在している。
【００６１】
　次に、図７は、ソース配線ＳＬ１の上層に配置されるソース配線ＳＬ２の構成を示す平
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面図である。図７に示すように、ソース配線ＳＬ１の上層に形成されるソース配線ＳＬ２
の平面積は、ソース配線ＳＬ１よりも大面積となっている。すなわち、ソース配線ＳＬ２
は、下層に配置される複数のソース配線ＳＬ１と一括して接続される配線として機能し、
複数のソース配線ＳＬ１を上層のソース配線ＳＬ２を介して電気的に接続していることに
なる。そして、このソース配線ＳＬ２の面積が大きくなることから、パワーＭＯＳＦＥＴ
の配線抵抗を低減することができ、これによって、パワーＭＯＳＦＥＴのオン抵抗を低減
することができる。
【００６２】
　以上のようにして、本実施の形態１における半導体装置のデバイス構造（配線構造を含
む）が形成されており、このデバイス構造によって、本実施の形態１における回路上の特
徴点が具現化されていることがわかる。そして、本実施の形態１における回路上の特徴点
を実現しているデバイス構造には、回路上の特徴点を反映したデバイス構造上の特徴点が
存在し、このデバイス構造上の特徴点によって、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の発熱に対する
温度検知ダイオードＴＤの応答特性（温度検知の追従性）が向上している。そこで、以下
では、本実施の形態におけるデバイス構造上の特徴点について説明し、本実施の形態１に
よれば、温度検知ダイオードＴＤの応答特性を向上することができる点を説明する。
【００６３】
　＜実施の形態１におけるデバイス構造上の特徴＞
　本実施の形態１におけるデバイス構造上の特徴点は、例えば、図６に示すように、温度
検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲと、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとが、
金属配線であるソース配線ＳＬ１（カソード配線ＫＬ）で電気的に接続されている点にあ
る。これにより、本実施の形態１によれば、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲ
と、パワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとを同電位で接続することができる。
【００６４】
　このため、本実施の形態１におけるデバイス構造上の特徴点によって、以下に示す第１
利点を得ることができる。すなわち、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲと、パ
ワーＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとを同電位で接続できるということは、カソード領域
ＫＲとソース領域ＳＲとの間に電位差が生じないことから、カソード領域ＫＲとソース領
域ＳＲとの間の耐圧を確保しなくてもよいことを意味する。そして、カソード領域ＫＲと
ソース領域ＳＲとの間の耐圧を確保しなくてもよいということは、温度検知ダイオードＴ
ＤとパワーＭＯＳＦＥＴとの間に、耐圧を確保するための分離構造を形成しなくてもよい
ことを意味する。この結果、本実施の形態１によれば、分離構造を設けないため、温度検
知ダイオードＴＤとパワーＭＯＳＦＥＴと間の距離を短くすることができる。
【００６５】
　したがって、本実施の形態１によれば、例えば、急激なパワーＭＯＳＦＥＴＱ１の発熱
が生じても、温度検知ダイオードＴＤによる温度検知の追従性（応答特性）を向上するこ
とができるため、パワーＭＯＳＦＥＴの温度を正確に検知することができる。このことか
ら、パワーＭＯＳＦＥＴに急激な発熱が発生しても、この発熱を温度検知ダイオードＴＤ
で迅速に検知することができ、これによって、パワーＭＯＳＦＥＴが破壊に至る前に保護
回路を動作させて、パワーＭＯＳＦＥＴをオフすることができる。この結果、本実施の形
態１によれば、パワーＭＯＳＦＥＴを破壊から効果的に保護することができる。
【００６６】
　例えば、図８は、関連技術におけるデバイス構造を説明する図である。特に、図８（ａ
）は、半導体チップＣＨＰのレイアウト構成を示す図であり、図８（ｂ）は、図８（ａ）
の領域ＡＲに配置されている温度検知ダイオードＴＤ（Ｒ）を拡大して示す模式図である
。
【００６７】
　図８（ａ）に示す関連技術の半導体チップＣＨＰは、左側に示す制御回路領域と右側に
示すパワーＭＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲとを有しており、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域Ｐ
ＭＲの一部の領域ＡＲに温度検知ダイオードＴＤ（Ｒ）が形成されている。
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【００６８】
　ここで、関連技術では、温度検知ダイオードＴＤ（Ｒ）とパワーＭＯＳＦＥＴとが電気
的に分離されていることを前提としているため、温度検知ダイオードＴＤ（Ｒ）とパワー
ＭＯＳＦＥＴとの間の耐圧を確保する必要がある。したがって、関連技術では、図８（ｂ
）に示すように、温度検知ダイオードＴＤ（Ｒ）に、耐圧を確保するための分離構造が形
成されていることになる。このことから、図８（ｂ）に示すように、分離構造を含む温度
検知ダイオードＴＤ（Ｒ）の占有面積が大きくなり、例えば、温度検知ダイオードＴＤ（
Ｒ）の占有面積は、８３μｍ（横寸法）×９３μｍ（縦寸法）程度になってしまう。この
ことは、関連技術によれば、温度検知ダイオードＴＤ（Ｒ）とパワーＭＯＳＦＥＴとの間
の距離が離れることを意味し、これによって、発熱源であるパワーＭＯＳＦＥＴから温度
検知ダイオードＴＤ（Ｒ）までの熱伝導に時間を要することになる。この結果、関連技術
では、急激なパワーＭＯＳＦＥＴの発熱に対する温度検知の追従性（応答特性）が悪くな
る。
【００６９】
　これに対し、図９は、本実施の形態におけるデバイス構造を説明する図である。特に、
図９（ａ）は、半導体チップＣＨＰのレイアウト構成を示す図であり、図９（ｂ）は、図
９（ａ）の領域ＢＲに配置されている温度検知ダイオードＴＤを拡大して示す図である。
【００７０】
　ここで、本実施の形態１では、温度検知ダイオードＴＤのカソード領域ＫＲと、パワー
ＭＯＳＦＥＴのソース領域ＳＲとが、金属配線であるソース配線ＳＬ１で電気的に接続さ
れている。これにより、本実施の形態１によれば、温度検知ダイオードＴＤとパワーＭＯ
ＳＦＥＴとの間の耐圧を確保する分離構造が不要となる。このことから、図９（ｂ）に示
すように、温度検知ダイオードＴＤの占有面積が小さくなり、例えば、温度検知ダイオー
ドＴＤの占有面積は、１０μｍ（横寸法）×３μｍ（縦寸法）程度に、ダウンサイジング
することが可能となる。このことは、本実施の形態１によれば、温度検知ダイオードＴＤ
とパワーＭＯＳＦＥＴとの間の距離が近づくことを意味し、これによって、発熱源である
パワーＭＯＳＦＥＴから温度検知ダイオードＴＤまでの熱伝導に時間を短縮することがで
きる。この結果、本実施の形態１における温度検知ダイオードＴＤでは、急激なパワーＭ
ＯＳＦＥＴの発熱に対する温度検知の追従性（応答特性）を向上することができる。つま
り、本実施の形態１によれば、パワーＭＯＳＦＥＴに急激な発熱が発生しても、この発熱
を温度検知ダイオードＴＤで迅速に検知することができ、これによって、パワーＭＯＳＦ
ＥＴが破壊に至る前に保護回路を動作させて、パワーＭＯＳＦＥＴの破壊を効果的に防止
することができる。
【００７１】
　さらに、本実施の形態１におけるデバイス構造上の特徴点によれば、以下に示す第２利
点も得ることができる。例えば、温度検知ダイオードＴＤとパワーＭＯＳＦＥＴとが電気
的に分離されている場合、パワーＭＯＳＦＥＴでの発熱は、主に、半導体チップの主材料
であるシリコン（Ｓｉ）を介して、温度検知ダイオードＴＤに伝わることになる。
【００７２】
　これに対し、本実施の形態１では、図６に示すように、温度検知ダイオードＴＤとパワ
ーＭＯＳＦＥＴとが熱伝導率の高い金属配線（アルミニウム配線）であるソース配線ＳＬ
１接続されている。このため、このソース配線ＳＬ１によって、パワーＭＯＳＦＥＴでの
発熱を温度検知ダイオードＴＤへ迅速に熱伝導させることができる。すなわち、本実施の
形態１によれば、シリコンよりも熱伝導率の高い金属配線（ソース配線ＳＬ１）によって
、温度検知ダイオードＴＤとパワーＭＯＳＦＥＴとが接続されていることから、パワーＭ
ＯＳＦＥＴでの発熱は、シリコンよりも熱伝導率の高いソース配線ＳＬ１を介して、速や
かに温度検知ダイオードＴＤに伝わることになる。
【００７３】
　すなわち、本実施の形態１によれば、温度検知ダイオードＴＤとパワーＭＯＳＦＥＴと
の間の距離が短くなるという第１利点だけでなく、パワーＭＯＳＦＥＴから温度検知ダイ
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オードＴＤへの熱伝導効率がソース配線ＳＬ１によって向上するという第２利点も得るこ
とができるのである。したがって、本実施の形態１によれば、上述した第１利点と第２利
点との相乗効果によって、急激なパワーＭＯＳＦＥＴの発熱に対する温度検知の追従性（
応答特性）を向上できるという顕著な効果を得ることができるのである。
【００７４】
　以上のことから、本実施の形態１において、温度検知ダイオードＴＤとパワーＭＯＳＦ
ＥＴとを接続するソース配線ＳＬ１は、カソード領域ＫＲとソース領域ＳＲとを同電位と
する技術的意義だけでなく、パワーＭＯＳＦＥＴから温度検知ダイオードＴＤへの熱伝導
効率を向上させるという技術的意義も合わせ持っていることになる。
【００７５】
　＜変形例＞
　実施の形態１では、実施の形態１における技術的思想をハイサイドスイッチに適用する
例について説明したが、実施の形態１における技術的思想は、これに限らず、ローサイド
スイッチについても適用することができる。そこで、本変形例では、実施の形態１におけ
る技術的思想をローサイドスイッチに適用する例について説明する。
【００７６】
　図１０は、本変形例における半導体装置の回路構成の一例を示す回路図である。本変形
例における半導体装置は、例えば、ｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴからなるパワーＭＯＳＦＥ
ＴＱ１を使用したローサイドスイッチを構成している。すなわち、図１０には、パワーＭ
ＯＳＦＥＴＱ１をスイッチング素子とする半導体装置の回路構成が示されており、このパ
ワーＭＯＳＦＥＴＱ１によって負荷ＬＤを駆動する回路が示されている。具体的に、図１
０に示すように、本変形例における半導体装置は、スイッチング素子として機能するパワ
ーＭＯＳＦＥＴＱ１と、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１の温度を検知する温度検知ダイオードＴ
Ｄと、温度検知ダイオードＴＤに一定値の電流を供給する定電流源ＣＣＳとを有しており
、負荷ＬＤを駆動するローサイドスイッチを構成している。
【００７７】
　例えば、図１０に示すように、本変形例では、電源電位が供給される電源線ＶＣＣと基
準電位（接地電位）が供給される基準線（グランド線）ＧＮＤとの間に負荷ＬＤとパワー
ＭＯＳＦＥＴＱ１とが直列接続されている。つまり、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳ
が基準線ＧＮＤ側に配置され、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のドレインＤが負荷側に配置され
ている。そして、負荷ＬＤは、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のドレインＤと電源線ＶＣＣとの
間に接続されている。また、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のゲート電極Ｇは、ゲート駆動回路
（図示せず）と電気的に接続されている。このような回路構成において、パワーＭＯＳＦ
ＥＴＱ１は、負荷ＬＤよりも電位の低い基準電位側に配置されていることから、ローサイ
ドスイッチと呼ばれている。
【００７８】
　このように構成されているローサイドスイッチにおいては、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１が
オンした場合であっても、ハイサイドスイッチとは異なり、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソ
ースＳは、基準電位（０Ｖ）を維持する。したがって、ｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴからな
るパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のゲート電極Ｇには、ソースＳよりも、しきい値電圧以上の高
い電位を印加する必要があるが、ソースＳの電位が基準電位を維持していることから、ゲ
ート電極Ｇに印加するゲート電位は、電源電位よりも低くすることができる。すなわち、
ローサイドスイッチでは、ハイサイドスイッチとは異なり、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１をオ
ンさせるために、電源電位よりも高い電位をゲート電極Ｇに供給する必要はなく、したが
って、ローサイドスイッチでは、チャージポンプ回路やブートストラップ回路に代表され
る昇圧回路は不要となるのである。
【００７９】
　さらに、ローサイドスイッチにおいて、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫとパワー
ＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接続するという回路上の特
徴点を実現する場合を考える。この場合、ハイサイドスイッチと異なり、ローサイドスイ
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ッチでは、定電流源ＣＣＳを介して、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡを電源線ＶＣ
Ｃ（あるいは入力線ＶＩＮ）に接続することができる。なぜなら、ローサイドスイッチで
も、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオンする場合、ドレインＤとソースＳがほぼ同電位となる
が、この同電位の電位がハイサイドスイッチのように電源電位ではなく、基準電位である
からである。すなわち、ローサイドスイッチでは、パワーＭＯＳＦＥＴＱ１がオンした場
合であっても、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡを電源線ＶＣＣと接続する構成では
、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡとカソードＫとの間に電位差（電源電位－基準電
位）を確保することができるのである。この結果、ローサイドスイッチでは、アノードＡ
を電源線ＶＣＣに接続する構成であっても、定電流源ＣＣＳによって、温度検知ダイオー
ドＴＤに電流を流すことができることから、温度検知ダイオードＴＤを動作させることが
できる。したがって、ローサイドスイッチをｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴから構成する場合
、図１０に示すように、温度検知ダイオードＴＤのアノードＡには、定電流源ＣＣＳを介
して、電源電位が供給される電源線ＶＣＣ（あるいは入力線ＶＩＮ）に接続することがで
きることになる。つまり、ローサイドスイッチで、温度検知ダイオードＴＤのカソードＫ
とパワーＭＯＳＦＥＴＱ１のソースＳとが同電位となるように電気的に接続するという回
路上の特徴点を実現する場合、昇圧回路は不要となるのである。
【００８０】
　以上のことから、本変形例におけるローサイドスイッチで回路上の特徴点を実現する場
合、昇圧回路が不要となることから、回路構成を簡素化することができる。したがって、
本変形例によれば、ハイサイドスイッチで回路上の特徴点を実現する構成よりも、コスト
を削減することができる利点を得ることができることになる。
【００８１】
　（実施の形態２）
　次に、本実施の形態２における技術的思想について説明する。本実施の形態２における
技術的思想は、前記実施の形態１における技術的思想とほぼ同様であるため、相違点を中
心に説明することにする。
【００８２】
　図１１は、本実施の形態２における半導体チップＣＨＰの一部領域を拡大して示す平面
図である。図１１において、本実施の形態２における特徴点は、平面視において、温度検
知ダイオードＴＤを挟む一対のトレンチＴＲの間に遮断トレンチＣＴＲが形成されている
点にある。具体的に、図１１に示すように、本実施の形態２における半導体チップＣＨＰ
は、互いに並行しながらｘ方向と交差するｙ方向に延在する一対の遮断トレンチＣＴＲを
有し、温度検知ダイオードＴＤは、平面視において、一対のトレンチＴＲと一対の遮断ト
レンチＣＴＲとに囲まれる領域に形成されている。
【００８３】
　図１２は、図１１のＡ－Ａ線で切断した断面図である。図１２において、半導体基板１
Ｓ上に、ｎ型半導体領域からなるエピタキシャル層ＥＰＩが形成され、このエピタキシャ
ル層ＥＰＩ上に、ｐ型半導体領域からなるｐ型ベース層ＰＢＬが形成されている。そして
、ｐ型ベース層ＰＢＬにアノード領域ＡＲとカソード領域ＫＲを含む温度検知ダイオード
が形成されている。このとき、一対の遮断トレンチＣＴＲのそれぞれは、ｐ型ベース層Ｐ
ＢＬを貫通してエピタキシャル層ＥＰＩに達するように形成されており、一対の遮断トレ
ンチＣＴＲのそれぞれの内部には、ゲート絶縁膜（図示せず）を介して、ポリシリコン膜
が埋め込まれている。
【００８４】
　ここで、本実施の形態２における特徴点は、図１２に示すように、温度検知ダイオード
を挟む一対の遮断トレンチＣＴＲを設けている点にある。これにより、本実施の形態２に
よれば、以下に示す利点を得ることができる。例えば、図１２において、ｎ型半導体領域
からなるエピタキシャル層ＥＰＩとｐ型半導体領域からなるｐ型ベース層ＰＢＬとの境界
領域には、ｐｎ接合が形成されていることから、この境界領域には、接合容量ＣＡＰが形
成されていることになる。このとき、図１２に示す遮断トレンチＣＴＲが存在しない場合
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、エピタキシャル層ＥＰＩとｐ型ベース層ＰＢＬとの境界領域に形成される接合容量ＣＡ
Ｐの面積はとても大きくなる。そして、接合容量ＣＡＰにおいて、面積が大きくなるとい
うことは、静電容量値が大きくなることを意味する。
【００８５】
　ここで、接合容量ＣＡＰの静電容量値を「Ｃ」、接合容量ＣＡＰに蓄積される電荷量を
「Ｑ」、接合容量ＣＡＰに加わる電圧を「Ｖ」とすると、Ｑ＝ＣＶの関係式が成立する。
そして、例えば、ノイズ（サージ電圧など）によって、接合容量ＣＡＰに加わる電圧「Ｖ
」が時間変動すると、上述した関係式から、接合容量ＣＡＰに蓄積される電荷量「Ｑ」も
時間変動することになる。このとき、ノイズに起因する「Ｖ」の時間変動が同一であって
も、接合容量ＣＡＰに蓄積される電荷量「Ｑ」の時間変動は、接合容量ＣＡＰの静電容量
値「Ｃ」が大きいほど大きくなる。そして、接合容量ＣＡＰに蓄積される電荷量「Ｑ」の
時間変動（時間微分）が寄生電流（突入電流）となることから、接合容量ＣＡＰの静電容
量値「Ｃ」が大きいほど、サージ電圧に起因する寄生電流の大きさが大きくなる。この寄
生電流の大きさが大きくなると、図１２において、エピタキシャル層ＥＰＩをコレクタと
し、ｐ型ベース層ＰＢＬをベースとし、カソード領域ＫＲをエミッタとする寄生ｎｐｎバ
イポーラトランジスタのベース抵抗に流れる電流が大きくなる。このことは、ベース抵抗
での電圧降下が大きくなることを意味し、これによって、寄生ｎｐｎバイポーラトランジ
スタのベースとエミッタ間の電位差が生じ、この電位差が一定値を超えると、寄生ｎｐｎ
バイポーラトランジスタがオンすることになる。すなわち、接合容量ＣＡＰの静電容量値
「Ｃ」が大きくなると、サージ電圧に起因する寄生電流が大きくなり、これによって、寄
生ｎｐｎバイポーラトランジスタがオンしやすくなり、誤動作を招くことになるのである
。したがって、寄生ｎｐｎバイポーラトランジスタのオン動作を抑制する観点からは、接
合容量ＣＡＰの静電容量値「Ｃ」を小さくすることが望ましいのである。
【００８６】
　この点に関し、本実施の形態２では、図１２に示すように、一対の遮断トレンチＣＴＲ
のそれぞれは、ｐ型ベース層ＰＢＬを貫通してエピタキシャル層ＥＰＩに達するように形
成されている。これにより、本実施の形態２によれば、接合容量ＣＡＰの面積を小さくす
ることができる。この結果、本実施の形態２によれば、サージ電圧などのノイズに起因す
る寄生電流の大きさを低減することができ、これによって、寄生ｎｐｎバイポーラトラン
ジスタのオン動作を抑制することができる。したがって、本実施の形態２によれば、寄生
ｎｐｎバイポーラトランジスタに基づく誤動作を低減することができ、これによって、半
導体装置の信頼性を向上することができる。
【００８７】
　（実施の形態３）
　続いて、本実施の形態３における技術的思想について説明する。本実施の形態３におけ
る技術的思想は、前記実施の形態１における技術的思想とほぼ同様であるため、相違点を
中心に説明することにする。
【００８８】
　図１３は、本実施の形態３における半導体チップＣＨＰの一部領域を拡大して示す平面
図である。また、図１４は、図１３のＡ－Ａ線で切断した断面図である。図１３において
、本実施の形態３における特徴点は、温度検知ダイオードが、直列接続された複数の単位
ダイオードから構成されている点にある。つまり、図１３に示すように、本実施の形態３
における温度検知ダイオードＴＤは、単位ダイオードＵＴＤ１と単位ダイオードＵＴＤ２
と単位ダイオードＵＴＤ３との直列接続から構成されている。
【００８９】
　具体的に、図１３に示すように、半導体チップＣＨＰには、一対のトレンチＴＲと一対
の遮断トレンチＣＴＲで囲まれた領域として、領域Ｒ１と領域Ｒ２と領域Ｒ３とが存在す
る。そして、領域Ｒ１に単位トランジスタＵＴＤ１が形成され、領域Ｒ２に単位トランジ
スタＵＴＤ２が形成され、領域Ｒ３に単位トランジスタＵＴＤ３が形成されている。
【００９０】



(19) JP 2017-5153 A 2017.1.5

10

20

30

40

50

　ここで、図１３および図１４に示すように、領域Ｒ１には、互いに離間してｐ型半導体
領域ＰＲ１とｎ型ウェルＮＷＬ１が形成されており、ｎ型ウェルＮＷＬ１の内部に、カソ
ード領域ＫＲ１とアノード領域ＡＲ１とが離間して形成されている。そして、ｐ型半導体
領域ＰＲ１は、プラグＰＬＧ１を介して、カソード配線（ソース配線）ＫＬと電気的に接
続され、かつ、カソード領域ＫＲ１もカソードプラグＫＰ１を介してカソード配線ＫＬと
電気的に接続されている。一方、アノード領域ＡＲ１は、アノードプラグＡＰ１を介して
、配線Ｌ１と電気的に接続されている。
【００９１】
　また、領域Ｒ２には、互いに離間してｐ型半導体領域ＰＲ２とｎ型ウェルＮＷＬ２が形
成されており、ｎ型ウェルＮＷＬ２の内部に、カソード領域ＫＲ２とアノード領域ＡＲ２
とが離間して形成されている。そして、ｐ型半導体領域ＰＲ２は、プラグＰＬＧ２を介し
て、配線Ｌ１と電気的に接続され、かつ、カソード領域ＫＲ２もカソードプラグＫＰ２を
介して配線Ｌ１と電気的に接続されている。一方、アノード領域ＡＲ２は、アノードプラ
グＡＰ２を介して、配線Ｌ２と電気的に接続されている。
【００９２】
　同様に、領域Ｒ３には、互いに離間してｐ型半導体領域ＰＲ３とｎ型ウェルＮＷＬ３が
形成されており、ｎ型ウェルＮＷＬ３の内部に、カソード領域ＫＲ３とアノード領域ＡＲ
３とが離間して形成されている。そして、ｐ型半導体領域ＰＲ３は、プラグＰＬＧ３を介
して、配線Ｌ２と電気的に接続され、かつ、カソード領域ＫＲ３もカソードプラグＫＰ３
を介して配線Ｌ２と電気的に接続されている。一方、アノード領域ＡＲ３は、アノードプ
ラグＡＰ３を介して、アノード配線ＡＬと電気的に接続されている。
【００９３】
　以上のようにして、本実施の形態３における温度検知ダイオードＴＤが形成されている
。ここで、本実施の形態３における特徴点は、図１３および図１４に示すように、温度検
知ダイオードＴＤが直列接続された単位ダイオードＵＴＤ１と単位ダイオードＵＴＤ２と
単位ダイオードＵＴＤ３との直列接続から構成されている点にある。これにより、本実施
の形態３によれば、以下に示す利点を得ることができる。
【００９４】
　すなわち、温度検知ダイオードＴＤを複数の単位ダイオードの直列接続（２段以上）か
ら構成することにより、温度検知ダイオードＴＤに定電流（Ｉ）を流したときのＶＦ値を
直列接続した単位ダイオードの加算値とすることができる。つまり、一般的な単位ダイオ
ード（ｐｎ接合ダイオード）の温度特性（温度係数）は、「－２ｍＶ／℃」であるが、例
えば、直列接続の段数を２段とすれば、温度特性は、「－４ｍＶ／℃」になり、さらに、
直列接続の段数を３段とすれば、温度特性は、「－６ｍＶ／℃」になる。このように、直
列接続の段数を増加させることにより、温度係数は大きくなり、温度係数を大きくするに
より、温度変化に対する温度検知ダイオードＴＤ全体のＶＦ値の変化が大きくなる。この
結果、本実施の形態３における温度検知ダイオードＴＤによれば、温度の検知精度を向上
することができる。ただし、直列接続の段数を増加させる場合、単位ダイオードの段数分
だけ、最終段の単位ダイオードのアノードが接続されるアノード配線ＡＬの電位が高くな
る。このことから、直列接続の段数を増加させすぎると、アノード配線ＡＬとソース配線
との耐圧を考慮する必要が生じるおそれがある。
【００９５】
　以上のことから、温度の検知精度を向上する観点からは、温度検知ダイオードＴＤを構
成する単位ダイオードの数を増加させることが望ましいが、あまりにも、直列接続する単
位ダイオードの数を増加させすぎると、アノード配線ＡＬとソース配線との耐圧を考慮す
る必要性が生じることに注意を払う必要がある。
【００９６】
　（実施の形態４）
　本実施の形態４では、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域内に温度検知ダイオードを配置する
位置に関する工夫点について説明する。
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【００９７】
　例えば、温度検知ダイオードは、パワーＭＯＳＦＥＴの破壊を未然に抑制するため、パ
ワーＭＯＳＦＥＴの温度を監視するために設けられている点を考慮すると、温度検知ダイ
オードは、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域のうち、最も温度の高い「ホットスポット領域」
に配置することが望ましい。なぜなら、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域の中で、最も温度が
高くなる「ホットスポット領域」近傍に存在するパワーＭＯＳＦＥＴが最も熱によって破
壊される可能性が高いからである。つまり、温度検知ダイオードは、パワーＭＯＳＦＥＴ
形成領域の中で最もパワーＭＯＳＦＥＴが破壊されやすい領域に配置することが、パワー
ＭＯＳＦＥＴの破壊を未然に防止する観点から望ましいのである。このことから、本実施
の形態４では、パワーＭＯＳＦＥＴが形成されているパワーＭＯＳＦＥＴ形成領域内のう
ち、温度が最も高くなる「ホットスポット領域」に温度検知ダイオードを配置する。
【００９８】
　具体的に、図１５は、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲを示す模式図であり、パワー
ＭＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲの表面には、例えば、複数のワイヤのボール部Ｗ１がアレイ
状に搭載されている。このような配置のワイヤとしては、例えば、５０μｍ径の銅ワイヤ
や金ワイヤが使用される。この場合、図１５に示すように、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域
ＰＭＲの中央部に「ホットスポット領域」が存在すると考えられる。なぜなら、パワーＭ
ＯＳＦＥＴ形成領域の中央部からは、熱が放散されにくく籠りやすいと考えられるからで
ある。したがって、例えば、図１５において、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲの中央
部の「ホットスポット領域ＨＳ」に温度検知ダイオードを配置することにより、効果的に
パワーＭＯＳＦＥＴの破壊を未然に防止することができる。
【００９９】
　同様に、図１６は、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲを示す模式図であり、パワーＭ
ＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲの表面には、例えば、複数のワイヤの短冊形状の台座部Ｗ２が
搭載されている。このような配置のワイヤとしては、例えば、５００μｍ径のアルミニウ
ムワイヤが使用される。この場合も、図１６に示すように、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域
ＰＭＲの中央部に「ホットスポット領域」が存在すると考えられる。なぜなら、パワーＭ
ＯＳＦＥＴ形成領域の中央部からは、熱が放散されにくく籠りやすいと考えられるからで
ある。したがって、例えば、図１６において、パワーＭＯＳＦＥＴ形成領域ＰＭＲの中央
部の「ホットスポット領域ＨＳ」に温度検知ダイオードを配置することにより、効果的に
パワーＭＯＳＦＥＴの破壊を未然に防止することができる。
【０１００】
　以上、本発明者によってなされた発明をその実施の形態に基づき具体的に説明したが、
本発明は前記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変
更可能であることは言うまでもない。
【０１０１】
　前記実施の形態では、前記実施の形態における技術的思想を適用するパワートランジス
タの具体的な一例として、パワーＭＯＳＦＥＴを挙げて説明したが、これに限らず、例え
ば、絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）にも適用することができる。このと
き、例えば、パワートランジスタの「高電位端子」は、パワーＭＯＳＦＥＴの場合、「ド
レイン（ドレイン端子）」に対応し、パワートランジスタの「低電位端子」は、パワーＭ
ＯＳＦＥＴの場合、「ソース（ソース端子）」に対応する。一方、例えば、パワートラン
ジスタの「高電位端子」は、ＩＧＢＴの場合、「コレクタ（コレクタ端子）」に対応し、
パワートランジスタの「低電位端子」は、ＩＧＢＴの場合、「エミッタ（エミッタ端子）
」に対応する。
【符号の説明】
【０１０２】
　Ａ　アノード
　ＣＣＳ　定電流源
　Ｄ　ドレイン
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　Ｇ　ゲート電極
　ＧＮＤ　基準線
　ＨＶ　高電位線
　Ｋ　カソード
　ＬＤ　負荷
　Ｐ　ノード
　Ｑ１　パワーＭＯＳＦＥＴ
　Ｓ　ソース
　ＴＤ　温度検知ダイオード
　ＶＣＣ　電源線

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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